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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

　
平成20年度
第３四半期
連結累計期間

平成21年度
第３四半期
連結累計期間

平成20年度
第３四半期
連結会計期間

平成21年度
第３四半期
連結会計期間

平成20年度

　

(自平成20年
４月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
10月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

経常収益 百万円 135,503 129,316 45,293 43,535 179,088

　うち信託報酬 百万円 10 8 4 3 10

経常利益
(△は経常損失)

百万円 8,095 25,638 △2,314 11,138 17,854

四半期純利益
(△は四半期純損失)

百万円 6,702 15,268 △929 6,184 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 14,616

純資産額 百万円 ― ― 290,385 326,229 289,733

総資産額 百万円 ― ― 7,275,9987,232,1077,208,363

１株当たり純資産額 円 ― ― 288.82 332.55 287.98

１株当たり四半期純利益
金額
(△は１株当たり四半期
純損失金額)

円 8.42 19.19 △1.16 7.77 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 17.84

潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額

円 7.57 17.25 ― 6.98 ―

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

円 ― ― ― ― 16.51

自己資本比率 ％ ― ― 3.63 4.14 3.66

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 161,373△29,308 ― ― 153,205

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △91,718 52,945 ― ― △95,122

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △6,962 △8,983 ― ― 783

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 230,328 241,159 226,513

従業員数 人 ― ― 4,785 4,775 4,709

信託財産額 百万円 ― ― 1,713 1,278 1,699

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結

財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該

当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ その他」

中、「(1)第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の

「①損益計算書」にもとづいて掲出しております。

なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益金額

等」に記載しております。

４　平成20年度第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であるため記載しておりません。

５　信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載して

おります。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は提出会社１社です。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
4,775
[2,141]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員2,480人を含んでおりません。

２　当行及び連結子会社の一部は執行役員制度を導入しておりますが、執行役員14名は従業員数に含めて記載して

おります。

３　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

　

(2) 当行の従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
3,782
[1,633]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員1,830人を含んでおりません。

２　当行は、執行役員制度を導入しておりますが、執行役員10名は従業員数に含めて記載しております。

３　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連

結子会社)が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

主要勘定の期末残高につきましては、預金・譲渡性預金は、積極的な預金吸収に努めた結果、前連結会

計年度末比2,364億円増加し、６兆5,507億円となりました。貸出金は地元中小企業や個人のお客さまの

様々な資金ニーズにお応えした結果、前連結会計年度末比718億円増加し、５兆1,449億円となりました。

また、有価証券は前連結会計年度末比307億円減少し、１兆5,401億円となりました。なお、総資産は前連結

会計年度末比237億円増加し、７兆2,321億円となりました。

第３四半期連結会計期間の損益状況につきましては、経常収益は利回り低下による貸出金利息等資金

運用収益の減少を主因に前年同四半期連結会計期間比17億57百万円減少し、435億35百万円となりまし

た。一方、経常費用は不良債権処理費用および有価証券関係費用の減少等により前年同四半期連結会計期

間比152億11百万円減少し、323億97百万円となりました。この結果、経常利益は前年同四半期連結会計期

間比134億53百万円増加し111億38百万円、四半期純利益は前年同四半期連結会計期間比71億14百万円増

加し61億84百万円となりました。
　

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

① 銀行業務

当行及び株式会社長崎銀行で構成される銀行業務における経常収益は、前年同四半期連結会計期間

比17億72百万円減少し416億40百万円、経常利益は前年同四半期連結会計期間比130億５百万円増加し

103億62百万となりました。
　

② その他の業務

その他の業務における経常収益は、前年同四半期連結会計期間比23百万円増加し46億56百万円、経

常利益は前年同四半期連結会計期間比82百万円減少し７億39百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は、前年同四半期連結会計期間比６億９百万円減少し、288

億91百万円となりました。

役務取引等収支は、前年同四半期連結会計期間比３億25百万円増加し、50億60百万円となりました。

その他業務収支は、債券関係損益の改善等により、前年同四半期連結会計期間比58億９百万円増加し、

11億96百万円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 28,821 679 ― 29,501

当第３四半期連結会計期間 28,017 874 ― 28,891

　うち資金運用収益
前第３四半期連結会計期間 34,464 1,772 221 36,016

当第３四半期連結会計期間 32,243 1,194 157 33,280

　うち資金調達費用
前第３四半期連結会計期間 5,642 1,093 221 6,514

当第３四半期連結会計期間 4,226 319 157 4,388

信託報酬
前第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4

当第３四半期連結会計期間 3 ― ― 3

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 4,682 51 ― 4,734

当第３四半期連結会計期間 5,010 49 ― 5,060

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 6,991 76 ― 7,068

当第３四半期連結会計期間 7,262 71 ― 7,334

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 2,308 25 ― 2,333

当第３四半期連結会計期間 2,251 22 ― 2,274

特定取引収支
前第３四半期連結会計期間 32 ― ― 32

当第３四半期連結会計期間 20 ― ― 20

　うち特定取引収益
前第３四半期連結会計期間 32 ― ― 32

当第３四半期連結会計期間 20 ― ― 20

　うち特定取引費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 △1,578 △3,034 ― △4,613

当第３四半期連結会計期間 706 490 ― 1,196

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 1,312 510 ― 1,822

当第３四半期連結会計期間 1,430 853 ― 2,283

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 2,890 3,545 ― 6,435

当第３四半期連結会計期間 724 362 ― 1,086

(注) １　「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び連結子会社の外貨建取引で

あります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借利息であります。

３　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結会計期間６百万円、当第３四半期連結会計期間１

百万円)を控除して表示しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は、前年同四半期連結会計期間比２億66百万円増加し、73

億34百万円となりました。

　また、役務取引等費用は、前年同四半期連結会計期間比59百万円減少し、22億74百万円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 6,991 76 7,068

当第３四半期連結会計期間 7,262 71 7,334

　うち預金・貸出業務
前第３四半期連結会計期間 2,481 ― 2,481

当第３四半期連結会計期間 2,626 ― 2,626

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 2,486 67 2,553

当第３四半期連結会計期間 2,348 62 2,410

　うち信託関連業務
前第３四半期連結会計期間 8 ― 8

当第３四半期連結会計期間 7 ― 7

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 491 ― 491

当第３四半期連結会計期間 688 ― 688

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 626 ― 626

当第３四半期連結会計期間 714 ― 714

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 321 ― 321

当第３四半期連結会計期間 318 ― 318

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 421 9 431

当第３四半期連結会計期間 409 9 418

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 2,308 25 2,333

当第３四半期連結会計期間 2,251 22 2,274

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 485 11 497

当第３四半期連結会計期間 454 7 461

(注)　「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び連結子会社の外貨建取引であ

ります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別特定取引の状況

当四半期連結会計期間の特定取引損益は20百万円の利益となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益
前第３四半期連結会計期間 32 ― 32

当第３四半期連結会計期間 20 ― 20

うち商品有価証券収益
前第３四半期連結会計期間 28 ― 28

当第３四半期連結会計期間 20 ― 20

うち特定取引有価証券
収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うち特定金融派生商品
収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うちその他の特定取引
収益

前第３四半期連結会計期間 4 ― 4

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

特定取引費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うち商品有価証券費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うち特定取引有価証券
費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うち特定金融派生商品
費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

うちその他の特定取引
費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

(注)　「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

　

国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 6,226,052 16,759 6,242,812

当第３四半期連結会計期間 6,350,011 24,658 6,374,670

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 3,063,991 ― 3,063,991

当第３四半期連結会計期間 3,140,091 ― 3,140,091

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 3,101,841 ― 3,101,841

当第３四半期連結会計期間 3,181,675 ― 3,181,675

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 60,220 16,759 76,979

当第３四半期連結会計期間 28,244 24,658 52,903

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 171,835 ― 171,835

当第３四半期連結会計期間 176,090 ― 176,090

総合計
前第３四半期連結会計期間 6,397,888 16,759 6,414,648

当第３四半期連結会計期間 6,526,102 24,658 6,550,760

(注) １　「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び連結子会社の外貨建取引で

あります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金＋定期積金

EDINET提出書類

株式会社　西日本シティ銀行(E03604)

四半期報告書

 7/34



国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)
　

業種別
平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)
国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

5,061,884100.00

　製造業 335,797 6.63

　農業 2,555 0.05

　林業 162 0.00

　漁業 2,395 0.05

　鉱業 5,167 0.10

　建設業 287,767 5.69

　電気・ガス・熱供給・水道業 48,412 0.96

　情報通信業 26,428 0.52

　運輸業 142,371 2.81

　卸売・小売業 642,535 12.69

　金融・保険業 144,230 2.85

　不動産業 1,030,50820.36

　各種サービス業 768,852 15.19

　地方公共団体 242,776 4.80

　その他 1,381,92227.30

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 5,061,884―

　
　

業種別
平成21年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

5,144,937100.00

　製造業 338,677 6.58

　農業、林業 2,293 0.05

　漁業 2,070 0.04

　鉱業，採石業，砂利採取業 4,806 0.09

　建設業 277,545 5.39

　電気・ガス・熱供給・水道業 48,038 0.93

　情報通信業 36,272 0.71

　運輸業，郵便業 143,508 2.79

　卸売業，小売業 644,015 12.52

　金融業，保険業 145,970 2.84

　不動産業，物品賃貸業 1,099,21121.36

　その他各種サービス業 676,475 13.15

　地方公共団体 300,556 5.84

　その他 1,425,49527.71

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 5,144,937―

（注)１　「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。
２　「海外」とは、当行の海外連結子会社であります。
３　日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、第１四半期連結会計期間から業種の表示を一部変更してお
ります。

　

EDINET提出書類

株式会社　西日本シティ銀行(E03604)

四半期報告書

 8/34



「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は提出

会社１社です。
　

　信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表)

　
資産

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

有形固定資産 1,141 89.27 1,539 90.59

銀行勘定貸 20 1.59 5 0.30

現金預け金 116 9.14 154 9.11

合計 1,278 100.00 1,699 100.00

　

負債

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

包括信託 1,278 100.00 1,699 100.00

合計 1,278 100.00 1,699 100.00

(注) １　共同信託他社管理財産　　当第３四半期連結会計期間末　―百万円、前連結会計年度末　―百万円

２　元本補てん契約のある信託については、当第３四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末の取扱残高はあり

ません。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金は、預金の増加等による収入要因はあったも

のの、貸出金の増加及びコールマネー等の減少等による支出要因によって前年同四半期連結会計期間比

759億円減少し、193億円の支出超過となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金は、有価証券の売却・償還が新規投資を上

回ったことにより、前年同四半期連結会計期間比594億円増加し、628億円の収入超過となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金は、主に自己株式の取得・売却によるもので

あり、特に重要な取引はありません。

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末

比434億円増加し、2,411億円となりました。

　

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

銀行業

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容
敷地面積
(㎡)

建物延面積
(㎡)

完了年月

当行
― 新宮支店 福岡市東区 店舗(移転) 2,074 1,729平成21年10月

― 事務本部ビル 福岡市博多区
電気・空調設
備他(改修)

― ― 平成21年12月

　

２　設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

優先株式 300,000,000

計 1,800,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 796,732,552同　　左

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

(注)３、４

第一回優先株式(注)１ 35,000,000同　　左 ― (注)２、３、５

計 831,732,552同　　左 ― ―

(注) １　第一回優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等であります。
２　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である第一回優先株式の特質につきましては、当行の普通株式の株
価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式数が変動し、その修正基準・頻度および
行使価額の下限等は、(注)５に記載のとおりであります。なお、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表
示された権利の行使に関する事項、および株券の売買に関する事項についての当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の所有者との取決めはありません。

３　当行の株式の単元株式数は、全ての種類の株式について1,000株であります。
４　当行の発行している普通株式は、完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何ら限定のない当行におけ
る標準となる株式であります。

５　第一回優先株式の内容は次のとおりであります。
(1) 優先配当金
①　優先配当金

期末配当を行うときは、本優先株主または本優先質権者に対し、普通株主または普通質権者に先立ち、本
優先株式１株につき12円の金銭による剰余金の配当を行う。ただし、当該事業年度において優先中間配当金
を支払ったときは当該優先中間配当金を控除した額とする。

②　非累積条項
ある事業年度において、本優先株主または本優先質権者に対して配当する金銭の剰余金の額が優先配当

金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
③　非参加条項

本優先株主または本優先質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行わない。
(2) 優先中間配当金
中間配当を行うときは、本優先株主または本優先質権者に対し、普通株主または普通質権者に先立ち、本優

先株式１株につき６円の金銭による剰余金の配当を行う。
(3) 残余財産の分配

残余財産を分配するときは、本優先株主または本優先質権者に対し、普通株主または普通質権者に先立ち、
本優先株式１株につき1,000円を支払う。
本優先株主または本優先質権者に対しては、上記1,000円のほか残余財産の分配は行わない。

(4) 議決権
本優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会

に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会において否
決されたときは当該定時株主総会の終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議があるときまで議決権を有
するものとする。
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(5) 本優先株式の併合または分割、新株予約権等
法令に別段の定めがある場合を除くほか、本優先株式について株式の併合または分割は行わない。
本優先株主には募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。
また本優先株主には株式無償割当て、または新株予約権無償割当ては行わない。

(6) 本優先株式の取得
いつでも法令の定めるところに従って本優先株主との合意により本優先株式を有償で取得することがで

き、法令の定めるところに従ってこれを消却することができる。
(7) 取得請求権
①　取得を請求し得べき期間

平成19年１月31日から平成24年３月31日までとする。
②　取得と引換えに交付する普通株式の数またはその算定方法
イ　本優先株式の取得と引換えに交付する普通株式数

本優先株式の取得と引換えに交付する当行の普通株式数は、以下のとおりとする。

普通株式数 ＝
本優先株主が取得請求のために提出した本優先株式の払込金額相当額総額

取得価額

　
ロ　取得価額

１株につき390円20銭。
ハ　取得価額の修正

取得価額は、平成20年１月31日以降平成24年１月31日までの毎年１月31日(以下それぞれ「取得価額修
正日」という)に、当該取得価額修正日現在の時価に修正される。ただし、当該時価が390円20銭(以下「下
限取得価額」という)を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。「取得価額修正日現在の
時価」とは、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所におけ
る当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とし、そ
の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
なお、上記45取引日の間に、下記ニに定める取得価額の調整事由が生じた場合には、上記の時価はニに
準じて調整される。

ニ　取得価額の調整
(イ) 本優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額(下限取得価額を含む)を次
に定める算式(以下「取得価額調整式」という)により調整する。ただし、取得価額調整式により計算
される取得価額が100円を下回る場合には、100円をもって調整後取得価額とする。

　 　 　 　
既発行普通株式数＋

新規交付する普通株式数×１株当たり払込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規交付する普通株式数

取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す
る。
(a)　取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合

調整後取得価額は、払込日の翌日または受渡期日以降、または募集のための基準日がある場合は
その日の翌日以降これを適用する。

(b)　株式の分割または無償割当てにより普通株式を発行する場合
調整後取得価額は、株式の分割または無償割当てのための基準日の翌日以降にこれを適用する。
ただし、剰余金から資本に組入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通
株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の資本組入の決議をする株主総会の終結
の日以前の日を株式の分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の資本
組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

(c)　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式の交付と引換えに取得され
る証券もしくは取得させることができる証券または取得価額調整式に使用する時価を下回る価額
をもって当行の普通株式が交付されることとなる新株予約権を行使できる証券を発行する場合
調整後取得価額は、その証券の払込日の終わりに、または募集のための基準日がある場合はその
日の終わりに、発行されるすべての証券の取得もしくは取得の請求がなされまたは新株引受権が行
使され、当行の普通株式が新たに交付されたものとみなし、その払込日の翌日以降またはその基準
日の翌日以降にこれを適用する。

(d)　当行の普通株式の交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券または当
行の普通株式が交付されることとなる新株予約権を行使できる証券であって、取得価額または新株
予約権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日の時価を基準として決定されるもの
とされている証券を発行した場合において、決定された取得価額または新株予約権の行使価額が取
得価額調整式に使用する時価を下回る場合
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調整後取得価額は、当該価額決定日の終わりに、または募集のための基準日がある場合はその日
の終わりに、残存するすべての証券の取得もしくは取得の請求がなされまたは新株予約権が行使さ
れ、当行の普通株式が新たに交付されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降またはその基準
日の翌日以降に、これを適用する。

(ロ) 上記ニ(イ)に掲げる場合のほか、合併、会社の分割、資本金の額の減少または普通株式の併合により
取得価額(下限取得価額を含む)の調整を必要とする場合には、当行取締役会が合理的に適当と判断す
る取得価額に変更される。

(ハ) 取得価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後取得価額を適用する日(ただし、上記ニ
(イ)(b)ただし書きの場合には基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取
引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値がない日数を
除く)とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記45
取引日の間に、上記ニ(イ)または(ロ)に定める取得価額の調整事由が生じた場合には、調整後取得価
額は上記ニ(イ)または(ロ)に準じて調整される。

(ニ) 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得
価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその基準日の、
また、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当行の発行済普通株
式数(自己株式を除く)とする。

(ホ) 取得価額調整式に使用する１株当たりの払込金額とは、(Ａ)上記ニ(イ)(a)の時価を下回る払込金
額をもって普通株式を交付する場合には、当該払込金額(金銭以外の財産による払込の場合には適正
な評価額)、(Ｂ)上記ニ(イ)(b)の株式分割または無償割当てにより普通株式を発行する場合は０円、
(Ｃ)上記ニ(イ)(c)の時価を下回る価額をもって当行の普通株式の交付と引換えに取得される証券も
しくは取得させることができる証券または上記ニ(イ)(c)の時価を下回る価額をもって普通株式を交
付することとなる新株予約権を行使できる証券を発行する場合には、当該取得価額または新株予約権
の行使価額、(Ｄ)上記ニ(イ)(d)の決定された取得価額または新株予約権の行使価額が取得価額調整
式の時価を下回る場合には、当該取得価額または新株予約権の行使価額をそれぞれいうものとする。
なお、新株予約権が有償で発行された場合は、当該新株予約権がすべて行使され、当行の普通株式が新
たに発行されたものとみなし、１株当たりの新株予約権の対価(円位未満小数第２位を四捨五入)を前
述(Ｃ)及び(Ｄ)の行使価額に加算するものとする。

(8) 一斉取得
平成24年３月31日までに優先株式の取得請求がなかった本優先株式については、平成24年４月１日(以下

「一斉取得日」という。)をもって、その全部を取得する。当行は、当該取得と引換えに、本優先株式１株あた
り、本優先株式１株の払込金額相当額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証
券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除
く。)で除して得られる数の普通株式を、本優先株主に交付する。平均値の計算は円位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五入する。この場合、当該平均値が357円を下回るときは、本優先株式１株の払込金
額相当額を357円で除して得られる数の普通株式を交付する。
上記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に従ってこれを処

理する。
(9) 配当金の除斥期間

優先配当金および優先中間配当金が、支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、当行
はその支払義務を免れるものとする。
未払の優先配当金及び優先中間配当金に対しては利息を付さない。

　
なお、本優先株式について、会社法第322条第２項の規定による定款の定めはありません。

　
６　議決権の有無及びその理由
普通株式については議決権に制限はありません。
第一回優先株式は、剰余金の配当および残余財産の分配について普通株式に優先することならびに普通株式

を対価とする取得請求権が付されていること等の株式の内容との関係から、株主総会において議決権を有しな
いこととしております。ただし、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定
時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会の
終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議があるときまで議決権を有するものとしております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当ありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ―

普通株式
796,732

優先株式
35,000

― 85,745,578 ― 85,684,054

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、株主名簿の記載内容が確認できませんので、大株主の異動は把握し

ておりません。
　

(注)　平成21年12月15日現在の保有株式数を記載した大量保有報告書の変更報告書が平成21年12月22日付で、Ｊ

Ｐモルガン・アセット・マネジメント株式会社行およびその共同保有者から提出されておりますが、当行

としては平成21年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、当該変更報告書の主な内容は以下のとおりであります。
　 　 　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・
マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 70,948 8.53

ジェー・ピー・モルガン・
チェース・バンク・ナショナル
・アソシエーション

(本社)アメリカ合衆国オハイオ州コロンバス
市ポラリス・パークウェー1111 
（東京支店）東京都千代田区丸の内二丁目７
番３号　 

1,404 0.17

計 ― 72,352 8.70

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第一回優先株式

35,000,000
― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,391,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

790,364,000
790,364 ―

単元未満株式
普通株式

4,977,552
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 831,732,552 ― ―

総株主の議決権 ― 790,364 ―

(注) １　各種類の株式の内容は「１　株式等の状況 (1) 株式の総数等 ② 発行済株式」に記載しております。

２　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、5,000株含まれており

ます。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が５個含まれております。

３　上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式854株を含んでおります。
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② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社西日本シティ銀行

福岡市博多区博多駅前
三丁目１番１号

1,391,000 ― 1,391,0000.17

計 ― 1,391,000 ― 1,391,0000.17

(注)　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)」の発行済株式総数は、発行済普通株式の総数であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　①　普通株式

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 228 228 254 249 253 248 230 237 253

最低(円) 181 189 219 216 234 208 206 218 226

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　②　第一回優先株式

 金融商品取引所に上場されておりません。

　

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

該当ありません。

　

(2) 退任役員

該当ありません。

　

(3) 役職の異動

　
新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
証券子会社設立準備
担当

取締役
福岡地区本部副本部長
兼本店営業部長
兼福岡支店長

河　谷　　　充 平成21年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債

の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

なお、前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)は改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき作成し、当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日　至平成21年12月31日)及び当第

３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)は改正後の四半期連結財務諸表規則に

基づき作成しております。

　

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益

金額等については、「２ その他」に記載しております。

　

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月

１日　至平成20年12月31日)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月

１日　至平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)に

係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
　(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

現金預け金 254,289 253,344

コールローン及び買入手形 1,246 687

買入金銭債権 37,617 37,931

特定取引資産 1,854 1,451

金銭の信託 3,002 1,991

有価証券 ※2
 1,540,110

※2
 1,570,882

貸出金 ※1
 5,144,937

※1
 5,073,132

外国為替 4,496 2,467

その他資産 52,050 41,703

有形固定資産 ※3
 122,004

※3
 122,430

無形固定資産 2,833 3,164

繰延税金資産 52,926 76,643

支払承諾見返 81,458 90,600

貸倒引当金 △65,601 △66,677

投資損失引当金 △1,118 △1,392

資産の部合計 7,232,107 7,208,363

負債の部

預金 6,374,670 6,204,737

譲渡性預金 176,090 109,590

コールマネー及び売渡手形 40,984 109,386

債券貸借取引受入担保金 19,455 48,066

借用金 28,854 167,488

外国為替 369 68

社債 88,500 93,500

信託勘定借 20 5

その他負債 58,167 58,095

退職給付引当金 11,525 11,575

役員退職慰労引当金 1,060 1,016

睡眠預金払戻損失引当金 724 719

偶発損失引当金 1,444 1,166

再評価に係る繰延税金負債 22,552 22,612

支払承諾 81,458 90,600

負債の部合計 6,905,878 6,918,629
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

資本金 85,745 85,745

資本剰余金 90,301 90,301

利益剰余金 94,089 82,349

自己株式 △640 △615

株主資本合計 269,495 257,780

その他有価証券評価差額金 1,925 △21,411

繰延ヘッジ損益 5 △2

土地再評価差額金 28,036 28,112

為替換算調整勘定 △0 △0

評価・換算差額等合計 29,966 6,698

少数株主持分 26,766 25,253

純資産の部合計 326,229 289,733

負債及び純資産の部合計 7,232,107 7,208,363
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　(2) 【四半期連結損益計算書】
　　　 【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

経常収益 135,503 129,316

資金運用収益 107,410 100,604

（うち貸出金利息） 89,129 85,097

（うち有価証券利息配当金） 17,261 14,856

信託報酬 10 8

役務取引等収益 22,272 21,605

特定取引収益 122 61

その他業務収益 3,929 4,348

その他経常収益 1,758 2,687

経常費用 127,407 103,677

資金調達費用 19,880 14,314

（うち預金利息） 14,699 11,234

役務取引等費用 7,355 7,338

その他業務費用 9,994 2,436

営業経費 62,730 63,340

その他経常費用 ※1
 27,447

※1
 16,247

経常利益 8,095 25,638

特別利益 1,123 1,744

固定資産処分益 0 0

償却債権取立益 1,123 1,485

その他の特別利益 － 258

特別損失 945 851

固定資産処分損 538 504

減損損失 377 347

その他の特別損失 29 －

税金等調整前四半期純利益 8,273 26,532

法人税等 1,527 9,864

少数株主利益 43 1,399

四半期純利益 6,702 15,268
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　(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,273 26,532

減価償却費 3,891 3,766

減損損失 377 347

のれん償却額 195 8

持分法による投資損益（△は益） 107 60

貸倒引当金の増減（△） △1,674 △826

投資損失引当金の増減額（△は減少） 1,935 △273

退職給付引当金の増減額（△は減少） △444 △50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 44

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △163 4

偶発損失引当金の増減（△） 769 278

資金運用収益 △107,410 △100,604

資金調達費用 19,880 14,314

有価証券関係損益（△） 14,493 2,563

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 231 △2

為替差損益（△は益） △643 △698

固定資産処分損益（△は益） 538 503

特定取引資産の純増（△）減 2,724 △403

貸出金の純増（△）減 △154,586 △72,074

預金の純増減（△） 147,433 169,932

譲渡性預金の純増減（△） 99,618 66,499

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

68,830 △138,633

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 653 13,699

コールローン等の純増（△）減 △509 △244

コールマネー等の純増減（△） △7,909 △68,401

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △25,036 △28,610

外国為替（資産）の純増（△）減 △827 △2,028

外国為替（負債）の純増減（△） 3 300

資金運用による収入 103,816 98,941

資金調達による支出 △16,511 △14,503

その他 3,599 438

小計 161,659 △29,116

法人税等の支払額 △286 △191

営業活動によるキャッシュ・フロー 161,373 △29,308
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △607,389 △409,934

有価証券の売却による収入 189,833 287,496

有価証券の償還による収入 328,348 179,749

金銭の信託の増加による支出 △127 △1,008

金銭の信託の減少による収入 1,000 －

有形固定資産の取得による支出 △2,737 △2,855

有形固定資産の売却による収入 161 41

無形固定資産の取得による支出 △233 △543

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△574 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △91,718 52,945

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 △3,000 －

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の償還に
よる支出

－ △5,000

配当金の支払額 △3,597 △3,599

少数株主への配当金の支払額 △338 △355

自己株式の取得による支出 △39 △31

自己株式の売却による収入 12 2

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,962 △8,983

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,674 14,645

現金及び現金同等物の期首残高 167,654 226,513

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 230,328

※1
 241,159
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【簡便な会計処理】
　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額

を期間按分する方法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想

損失額を引き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきまして

は、中間連結会計期間末の予想損失率を適用して計上しております。

３　繰延税金資産の回収可能性

の判断

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況につ

いて中間連結会計期間末から大幅な変動がないと認められるため、当該中間連

結会計期間末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プラン

ニングの結果を適用しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　税金費用の処理 当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期会計期間を含む年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 13,148百万円

延滞債権額 154,414百万円

３ヵ月以上延滞債権額 27百万円

貸出条件緩和債権額 22,938百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 16,291百万円

延滞債権額 149,696百万円

３ヵ月以上延滞債権額 99百万円

貸出条件緩和債権額 14,781百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　担保に供している資産

企業集団の事業の運営において重要なものであ

り、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。

有価証券 271,843百万円

※２　担保に供している資産

 
 
 
有価証券 407,514百万円

※３　有形固定資産の減価償却累計額 69,566百万円
　

※３　有形固定資産の減価償却累計額 69,732百万円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸出金償却13,900百万円、株

式等償却9,138百万円及び貸倒引当金繰入額1,714百

万円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸出金償却7,306百万円、貸倒

引当金繰入額3,211百万円及び株式等償却3,300百万

円を含んでおります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 279,834百万円

普通預け金 　△678百万円

通知預け金 　△1,800百万円

定期預け金 △44,055百万円

郵便貯金 △2,680百万円

その他の預け金 △290百万円

現金及び現金同等物 230,328百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 254,289百万円

普通預け金 △569百万円

定期預け金 △6,662百万円

郵便貯金 △1,478百万円

譲渡性預け金 △4,000百万円

その他の預け金 △420百万円

現金及び現金同等物 241,159百万円
 

　

(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式 　

　普通株式 796,732

　第一回優先株式 35,000

合計 831,732

自己株式 　

　普通株式 1,479

合計 1,479

　

２　配当に関する事項
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 3,181 4.00平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

第一回優先株式 420 12.00平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
銀行業務
(百万円)

その他の業務
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

129,428 6,074 135,503 ─ 135,503

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

420 7,346 7,767 (7,767) ─

計 129,848 13,421 143,270 (7,767) 135,503

　　経常利益 1,092 904 1,997 6,097 8,095

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
２　各事業の主な事業内容は次のとおりであります。
(1) 銀行業務………銀行業
(2) その他の業務…債権管理・再生支援業務、事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、信用保証、クレジッ

トカード等

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
銀行業務
(百万円)

その他の業務
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

123,289 6,026 129,316 ― 129,316

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

404 7,907 8,311 (8,311) ─

計 123,694 13,933 137,627 (8,311) 129,316

　　経常利益 23,208 2,385 25,593 45 25,638

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
２　各事業の主な事業内容は次のとおりであります。
(1) 銀行業務………銀行業
(2) その他の業務…債権管理・再生支援業務、事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、信用保証、クレジッ

トカード、債権管理回収業等
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

【国際業務経常収益】

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年12月31日現在)
　

　
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 38,354 40,056 1,701

地方債 10,474 10,646 172

短期社債 ― ― ―

社債 11,674 11,831 157

その他 3,000 2,911 △88

　外国債券 3,000 2,911 △88

　その他 ― ― ―

合計 63,502 65,446 1,943

(注)　時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年12月31日現在)
　

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)

株式 98,843 96,312 △2,531

債券 1,069,599 1,082,655 13,055

　国債 454,596 461,497 6,900

　地方債 165,108 167,341 2,232

　短期社債 ― ― ―

　社債 449,894 453,816 3,922

その他 268,901 260,232 △8,668

　外国債券 215,316 214,858 △457

　その他 53,585 45,373 △8,211

合計 1,437,344 1,439,199 1,855

(注) １　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。

２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照

表計上額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)

しております。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、株式3,210百万円であります。

当該有価証券の減損処理については、時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄は全て、また同下落率

が30％以上50％未満の銘柄については、発行会社の業況や過去一定期間の時価の下落率等を考慮し、時価の著し

い下落に該当するもの、かつ時価の回復可能性がないと判断されるものについて実施しております。

 (追加情報)

　その他有価証券として保有する一部の変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、

引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当第３四半期連結会計期間においては、合理的に算定さ

れた価額をもって四半期連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対

照表価額とした場合に比べ、国債の四半期連結貸借対照表計上額及び評価差額が8,479百万円それぞれ増加してお

ります。

　なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及び原資産10年の金利スワップションのボラ

ティリティ等から見積もった将来キャッシュ・フローと内包されるオプションの価値を、同利回りに基づく割引

率で割り引くことにより算定しております。
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(金銭の信託関係)

当第３四半期連結会計期間末

金銭の信託の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、企業集団の事業の運営において重要なもの

であり、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められるものがないため、記載しておりま

せん。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、企業集団の事業の運営において重要なもので

あり、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められるものがないため、記載しておりませ

ん。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当ありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　当行は、当行の連結子会社である株式会社長崎銀行が有する同行の有価証券投資事業を平成21年11月６日

を効力発生日として、会社分割の方法により承継いたしました。
　
共通支配下の取引

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

(1) 結合企業の名称

株式会社 西日本シティ銀行

(2) 被結合企業の名称

株式会社 長崎銀行

(3) 対象となった事業の内容

株式会社長崎銀行の有価証券投資事業
　
２　企業結合の法的形式

株式会社長崎銀行を分割会社とし、当行を承継会社とする吸収分割。
　

３　結合後企業の名称

株式会社　西日本シティ銀行
　
４　取引の目的を含む取引の概要

(1) 取引の目的

　当行グループ内の業務を集約することによる効率化を図るとともに、株式会社長崎銀行が地域金融

機関として、金融仲介機能の発揮を通じて、地域経済の発展に今後さらに貢献することで当行グルー

プの競争力強化を図ることを目的としております。

(2) 取引の概要

　当行及び当行連結子会社である株式会社長崎銀行は平成21年９月28日開催の取締役会において株

式会社長崎銀行が有する同行の有価証券投資事業を当行に会社分割により承継する決議を行い、同

日に両行間で吸収分割に関する契約を締結し、平成21年11月６日を効力発生日として、会社分割を行

いました。
　
５　実施した会計処理の概要

　当該吸収分割においては、「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終

改正平成19年11月15日)に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

　 　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 円 332.55 287.98

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 326,229 289,733

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

61,766 60,673

　うち少数株主持分 26,766 25,253

　うち第一回優先株式の発行価額 35,000 35,000

　うち第一回優先株式の優先配当額 ─ 420

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 264,462 229,059

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

795,252 795,375

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

　

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 8.42 19.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 7.57 17.25

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

　

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益 百万円 6,702 15,268

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ─

　普通株式に係る四半期純利益 百万円 6,702 15,268

　普通株式の期中平均株式数 千株 795,453 795,348

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

　 　

　四半期純利益調整額 百万円 ― ─

　普通株式増加数 千株 89,697 89,697

　

(重要な後発事象)

該当ありません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。
　

①　損益計算書

(単位：百万円)

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

経常収益 　 45,293 43,535

　資金運用収益 　 36,016 33,280

　（うち貸出金利息） 　 (30,193) (28,277)

　（うち有価証券利息配当金） 　 (5,466) (4,798)

　信託報酬 　 4 3

　役務取引等収益 　 7,068 7,334

　特定取引収益 　 32 20

　その他業務収益 　 1,822 2,283

　その他経常収益 　 348 613

経常費用 　 47,608 32,397

　資金調達費用 　 6,520 4,390

　（うち預金利息） 　 (4,700) (3,444)

　役務取引等費用 　 2,333 2,274

　その他業務費用 　 6,435 1,086

　営業経費 　 20,489 20,815

　その他経常費用 　 ※1　　11,828 ※1　　3,830

経常利益又は経常損失(△) 　 △2,314 11,138

特別利益 　 2,656 489

　固定資産処分益 　 ― 0

　貸倒引当金戻入益 　 2,127 ―

　償却債権取立益 　 529 474

　その他の特別利益 　 ― 14

特別損失 　 94 345

　固定資産処分損 　 94 332

　減損損失 　 ― 13

税金等調整前四半期純利益 　 247 11,283

法人税等 　 ※2   1,231 ※2   4,691

少数株主利益又は少数株主損失(△) 　 △53 406

四半期純利益又は四半期純損失(△) 　 △929 6,184

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　その他経常費用には、株式等償却6,894百万円及び

貸出金償却3,963百万円を含んでおります。

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。

※１　その他経常費用には、貸出金償却1,848百万円及び

株式等償却793百万円を含んでおります。
※２　同　　左
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②　セグメント情報

（事業の種類別セグメント情報）

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
　

　
銀行業務
(百万円)

その他の業務
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

43,298 1,995 45,293 ─ 45,293

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

114 2,637 2,752 (2,752) ─

計 43,412 4,632 48,045 (2,752) 45,293

　　経常利益
　　(△は経常損失)

△2,642 822 △1,820 (494) △2,314

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２　各事業の主な事業内容は次のとおりであります。

(1) 銀行業務………銀行業

(2) その他の業務…債権管理・再生支援業務、事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、信用保証、クレジッ

トカード等

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
銀行業務
(百万円)

その他の業務
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

41,525 2,010 43,535 ― 43,535

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

114 2,646 2,760 (2,760) ─

計 41,640 4,656 46,296 (2,760) 43,535

　　経常利益 10,362 739 11,102 36 11,138

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２　各事業の主な事業内容は次のとおりであります。

(1) 銀行業務………銀行業

(2) その他の業務…債権管理・再生支援業務、事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、信用保証、クレジッ

トカード、債権管理回収業等

　

（所在地別セグメント情報）

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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（国際業務経常収益）

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　

③　１株当たり四半期純損益金額等

　

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

円 △1.16 7.77

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― 6.98

(注) １　１株当たり四半期純利益金額(又は１株当たり四半期純損失金額(△))及び潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

　 　

　四半期純利益又は
　四半期純損失金額(△)

百万円 △929 6,184

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ─

　普通株式に係る四半期純利益
　又は四半期純損失(△)

百万円 △929 6,184

　普通株式の期中平均株式数 千株 795,422 795,328

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

　 　

　四半期純利益調整額 百万円 ― ─

　普通株式増加数 千株 ― 89,697

　
２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結会計期間は１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。

　

(2) その他

該当ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年２月10日

株式会社　西日本シティ銀行

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　奥　　村　　勝　　美　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　坂　　本　　克　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社西日本シティ銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計

期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社西日本シティ銀行及び連結子会社の

平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※ １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期連結財務諸

表に添付される形で当行(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　 ２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成22年２月８日

株式会社　西日本シティ銀行

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　奥　　村　　勝　　美　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　坂　　本　　克　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社西日本シティ銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社西日本シティ銀行及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※ １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期連結財務諸

表に添付される形で当行(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　 ２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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